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  第一生命保険株式会社（社長 渡邉 光一郎）のシンクタンク、株式会社第一生命経済研究所

（社長 長谷川 公敏）では、全国の大学３年生 987 名を対象に、標記についてのアンケート

調査を実施いたしました。 

この程、その調査結果がまとまりましたのでご報告いたします。 

                         
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大企業に就職したいか （Ｐ．２） 

● 「大企業にこだわらずに就職したい」62.0％、「大企業に就職しても安心ではない」79.5％ 

企業規模へのこだわりの背景意識 （Ｐ．３） 

● 「大企業に就職しても、安心ではない」「終身雇用されるかわからない」と考える学生の約 7 割が「企業

規模にこだわらずに就職したい」 

働き方のこだわり （Ｐ．４）  

● 「正社員にこだわりたい」84.9％、「一つの会社に長期勤続するつもり」64.9％ 

大企業・大都市志向と転職志向・ワークライフバランス （Ｐ．５） 

● 「企業規模こだわりなし」の学生の 76.3％、「首都圏・近畿圏以外で勤務したい」学生の 78.4％がワー

クライフバランス重視の生活を希望 

働く目的は？ （Ｐ．６）  

● 「生活のためにお金が必要だから働く」が 69.6％で最も多く、以下、男子は家族形成、女子は生きが

いのためが多い 

就職に伴う地域移動意識 （Ｐ．７） 

● 「出身地で働きたい」41.3％、「出身地以外で働きたい」29.5％ 

就職に伴う地域移動は大都市志向か （Ｐ．８） 

● 「出身地である現在の居住地に留まって働く」の約４割、「出身地に戻って働く」の８割以上の学生が

大都市圏以外での就職を望んでいる 

出身地で就職しようと思う理由 （Ｐ．10）  

● 第１位は「地元が好きだから」 

出身地以外で就職しようと思う理由 （Ｐ．11）  

● 上位は「志望企業があるから」「企業数や求人数が多いから」 

㈱第一生命経済研究所 ライフデザイン研究本部 

研究開発室 広報担当（津田・新井） 

ＴＥＬ．03－5221－4771 

ＦＡＸ．03－3212－4470 

【アドレス】http://group.dai-ichi-life.co.jp/dlri/ldi

＜お問い合わせ先＞

『大学３年生の就職に対する取組や意識に関する 』 
～大企業・大都市志向ばかりではない大学生の就職意識～ 

≪調査結果のポイント≫
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首都圏と近畿圏の在住者 左記以外の在住者 文系 理系

987 552 435 666 321

（100.0％） （55.9％） （44.1％） （67.5％） （32.5％）

538 294 244 305 233

（100.0％） （54.6％） （45.4％） （56.7％） （43.3％）

449 258 191 361 88

（100.0％） （57.5％） （42.5％） （80.4％） （19.6％）

居住地別 文理別

全体

男子

女子

≪調査の実施背景≫ 

少子高齢化により生産年齢人口の減少が進む中、わが国の経済の維持発展のため、若

年層の効果的な活用が不可欠です。しかし近年、わが国を取り巻く厳しい経済情勢を背

景に、大学生のいわゆる「就職難」が長期化し、安定的な職業に就けない若者を多数生

み出しています。 

 「就職難」の背景の一つとして、学生の大企業・大都市志向などに伴う雇用ミスマッ

チが指摘されていますが、当研究所では企業と学生との情報や意識ギャップを縮小させ

る方策を考えるために、2012 年 11 月に大学３年生に対するアンケート調査を実施しま

した。 

ここでは、厳しい社会状況に置かれている大学生が、職業生活への移行を前にして「働

く」ということをどのように考えているのか、主に大学生の就職にあたっての企業規模

や地域選択などについての意識を紹介します。 

 

≪調査の実施概要、回答者の特性≫ 

１．調査地域と対象   

 アンケート調査の対象は株式会社クロス・マーケティングのモニターから抽出した全

国の大学３年生 987 人です。 

対象者の抽出にあたっては、文部科学省「平成 24 年度学校基本調査」を参考として、

性別、居住地別に学生数の割付をおこないました。  

    

２．調査方法    

株式会社クロス・マーケティングに委託してインターネット調査により実施。 

 

３．実施時期   

 2012 年 11 月 22 日～28 日 

 

４．回答者の属性                       （単位：人） 

 

 

 

 

 

 

居住地別における首都圏は東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県、近畿圏は京都府、大

阪府、兵庫県を示しています。 

医学系（医学、歯学、看護学、薬学等）の学生は本調査対象から除外しています。 
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大企業に就職したいか 

 

「大企業にこだわらずに就職したい」62.0％ 

「大企業に就職しても安心ではない」79.5％ 

                                                                        

 

 

就職を目の前に控えた大学３年生は、どのような企業でどのように働きたいと思ってい

るのでしょうか。 

まず、就職先として考えている企業規模については、「大企業に就職したい」と思ってい

る（「Ａに近い」と「どちらかといえばＡに近い」の合計、以下同様）学生よりも、「企業

規模にこだわらずに就職したい」と思っている（「Ｂに近い」と「どちらかといえばＢに近

い」の合計、以下同様）学生の方が多くなっています（図表１）。「大企業に就職したい」

の回答割合を性別でみると男子は 44.8％、女子は 29.8％であり（図表省略）、大企業志向

は女子よりも男子の方が強い傾向がみられます。 

大企業への安心感をたずねた結果をみると、「大企業に就職すれば、一生安心だ」と考え

る学生の割合は 20.5％に過ぎず、「大企業に就職しても、安心ではない」が 79.5％を占め

ています。 

「終身雇用」に対しても、「企業に就職すれば、終身雇用されると思う」の回答者は

21.5％に過ぎず、「企業に就職しても、終身雇用されるかわからない」の回答者は 78.5％

を占めています。 

「大企業に対する安心感」や「終身雇用」に対し、懐疑的である学生が大勢を占めて

いることから、大学生の多くは就職しても必ずしも一生安定的に雇用されるわけではな

いと現実社会を厳しく捉えていることがわかります。 

 

 

 

図表１ 就職先・雇用についての考え方 
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企業規模へのこだわりの背景意識 

 

「大企業に就職しても、安心ではない」「終身雇用されるかわからない」 

と考える学生の約 7 割が「企業規模にこだわらずに就職したい」 

                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 企業規模へのこだわりについて、大企業への安心感や終身雇用に対する意識との関係を

みたものが図表２です。 

大企業への安心感については、「大企業に就職すれば、一生安心だ」の回答者のうち、

78.3％が「大企業に就職したい」と答えているのに対し、「大企業に就職しても、安心では

ない」の回答者では「大企業に就職したい」の回答割合は 27.6％に過ぎず、「企業規模にこ

だわらずに就職したい」が 72.4％となっています。 

終身雇用については、「企業に就職すれば、終身雇用されると思う」の回答者の 64.2％が

「大企業に就職したい」と回答しているのに対し、「企業に就職しても、終身雇用されるか

わからない」の回答者では「大企業に就職したい」の回答割合は 30.8％に過ぎず、69.2％

が「企業規模にこだわらずに就職したい」と回答しています。 

 雇用安定志向から大企業を選択する意向のある学生も一定の割合で存在しているものの、

それは少数派であり、大企業に就職しても安心ではない、終身雇用されるかわからないと

の意識から企業規模にこだわらずに就職を考えている学生が多くを占めています。 

 

 

 

 

 

 

図表２ 企業規模へのこだわり（大企業への安心感、終身雇用に対する意識別） 

                                                      （単位：％） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 

注：数値は、図表１における「Ａに近い」と「どちらかといえばＡに近い」の合計、及び「B に近い」と「どちらかといえば B に近い」

の合計である。 

n
大企業に就職
したい

企業規模にこ
だわらずに就
職したい

全体 987 38.0 62.0

大企業への安心感について

大企業に就職すれば、一生安心だ 203 78.3 21.7

大企業に就職しても、安心ではない 784 27.6 72.4

終身雇用について

企業に就職すれば、終身雇用されると思う 212 64.2 35.8

企業に就職しても、終身雇用されるかわからない 775 30.8 69.2
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働き方のこだわり 

 

「正社員にこだわりたい」84.9％ 

「自分に向かないと思っても、一つの会社に長期勤続するつもり」64.9％ 

                                                                        

 

雇用形態についての意識をみると、「正社員にこだわりたい」の回答割合が 84.9％、

「正社員にこだわらず非正社員やフリーターでもよい」の割合が 15.1％であり、大多

数が正社員での就職を希望しています（図表３）。また、「自分に向かないと思っても、

一つの会社に長期勤続するつもりだ」の回答割合が 64.9％であり、「自分に向かないと

思ったら、転職するつもりだ」の 35.0％を大きく上回っています。終身雇用されるか

わからないなど雇用環境の厳しさを自覚しながらも、就職したら正社員として働き、長

期勤続をしようと思っている学生が多いことがわかります。 

 勤務地については、「勤務地を限定せずに（転勤あり）働きたい」（35.1％）の割合よ

りも「ある一定のエリアで（勤務地限定・転勤なし）働きたい」（64.9％）の方が多く

なっています。性別にみると、女子よりも男子の方が勤務地を限定せずに働きたいとの

割合が高いものの、男子でも59.3％がエリア限定の働き方を望んでいます（図表省略）。 

就職後の生活については、「余暇を犠牲にしてでも、経済的に豊かな生活をしたい」

の割合（27.6％）よりも「ほどほどの収入でも余暇を楽しむ生活をしたい」の割合（72.4％）

の方が高く、また「家庭や趣味よりも、仕事を優先に生活をしたい」の回答割合（27.8％）

を「仕事よりも、家庭や趣味を優先とした生活をしたい」の割合（72.1％）が上回って

います。仕事優先というよりも、ほどほどの収入でもよいから家庭や余暇を大切に生活

したいと考える学生が多く、しかもこの傾向は特に女子に強いようです（図表省略）。 

図表３ 働き方・生き方について 
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大企業・大都市志向と転職志向・ワークライフバランス 

 

「企業規模こだわりなし」の学生の 76.3％、首都圏・近畿圏以外で勤務し

たい学生の 78.4％がワークライフバランス重視の生活を希望 

                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 働き方や生き方に関する意識の中でも、転職志向やワークライフバランスについて、企

業規模へのこだわり別と希望する勤務地別にみたものが図表４です。 

 転職志向については、大企業志向の人もそうでない人も、また希望する勤務地が大都市

の人も地方の人も、転職よりも長期勤続をするつもりとの回答割合が高くなっています。 

 ワークライフバランスについて、まず勤務地限定志向に関する意識をみると、大企業志

向の人よりも企業規模へのこだわりなしの人の方が、また首都圏・近畿圏の大都市圏で働

きたい人よりもそれ以外の地域で働きたい人の方が「ある一定のエリアで（勤務地限定・

転勤なし）働きたい」と思っている人の割合が高いです。仕事と家庭・趣味のどちらを優

先とした生活をしたいかについてみると、勤務地限定意識と同様、大企業志向の人よりも

企業規模へのこだわりなしの人の方が、また首都圏・近畿圏の大都市圏で働きたい人より

もそれ以外の地域で働きたい人の方が「仕事よりも、家庭や趣味を優先とした生活をした

い」と思っている人の割合が高いことがわかります。 

図表４ 転職志向、ワークライフバランスについての意識 

（企業規模へのこだわり、希望する勤務地別） 

                                                                      （単位：％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：各項目の数値はそれぞれ、図表１及び図表３における「A に近い」と「どちらかといえば A に近い」の合計、お

よび「Bに近い」と「どちらかといえば Bに近い」の合計である。 

注２：企業規模へのこだわり別における「大企業志向」は図表１の「大企業に就職したい」（「Ａに近い」と「どちらか

といえばＡに近い」の合計）、「規模こだわりなし」は「企業規模にこだわらずに就職したい」（「B に近い」と「ど

ちらかといえば B に近い」の合計）への回答者を示す。 

注３：希望する勤務地別の分析については、希望する勤務地についての回答が「海外」（９人）と「希望する地域なし」

（80 人）を除外した。 

注４：希望する勤務地における「大都市圏」は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の「首都圏」並びに京都府、大阪

府、兵庫県の「近畿圏」を合計した数値、「地方」はそれ以外の道県を合計した数値を示す。 

自分に向か
ないと思っ
ても、一つ
の会社に長
期勤続する
つもりだ

自分に向か
ないと思っ
たら、転職
するつもり
だ

勤務地を限
定せずに
（転勤あり）
働きたい

ある一定の
エリアで（勤
務地限定・
転勤なし）
働きたい

家庭や趣味
よりも、仕事
を優先に生
活をしたい

仕事よりも、
家庭や趣味
を優先とし
た生活をし
たい

企業規模へのこだわり別

全体 987 64.9 35.1 35.1 64.9 27.9 72.1

　　大企業志向 375 69.1 30.9 43.7 56.3 34.7 65.3

　　企業規模こだわりなし 612 62.4 37.6 29.9 70.1 23.7 76.3

希望する勤務地別　　　

全体 898 65.1 34.8 31.7 68.3 27.5 72.5

　　大都市圏 574 63.5 36.6 36.6 63.4 30.9 69.2

　　地方 324 68.2 31.8 23.2 76.9 21.6 78.4

仕事か家庭・趣味か勤務地限定志向

n

ワークライフバランスについて
転職志向
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働く目的は？ 

 

「生活のためにお金が必要だから働く」が 69.6％ 

男子は家族形成、女子は生きがいのためが多い 

                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 働く目的をたずねた結果をみると、「生活のためにお金が必要だから働く」と答えた

学生は69.6％となっており（図表５）、多くの学生が「生きるために働く」という意識

を持っています。第２位以下は「生きがいを見つけるために働く」が21.9％、「自分の

自由になるお金がほしいから働く」が19.3％などとなっています。 

性・文理別にみると、性や文理別にかかわらず第１位は「生活のためにお金が必要だ

から働く」ですが、第２位以下は性によって回答傾向が異なります。文系理系ともに、

男子の第２位は「自分の家庭を築くために働く」、女子の第２位は「生きがいを見つけ

るために働く」となっています。文理別にかかわらず男子は就労と家族形成を結び付け

ている学生が多く、女子は生きがいとして働くことを考えている学生が多いようです。 

性・企業規模へのこだわり別にみると、「規模こだわりなし」では男女ともに「生活のた

め」の他、「自分の自由になるお金のため」や「将来に備えて貯蓄をするために働く」が相

対的に高く、大企業志向の学生よりも経済的動機が強いことがうかがえます。 

 

 

 

図表５ 働く目的＜２つまでの回答＞（性・文理別、企業規模へのこだわり別） 

（単位：％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：企業規模へのこだわり別における「大企業志向」は図表１の「大企業に就職したい」（「Ａに近い」と「どちらかといえばＡに近

い」の合計）、「規模こだわりなし」は「企業規模にこだわらずに就職したい」（「B に近い」と「どちらかといえば B に近い」の合

計）への回答者を示す。 

注２：下線は上位２位までの項目である。 

n

生活のた
めにお金
が必要だ
から働く

生きがい
を見つけ
るために
働く

自分の自
由になる
お金がほ
しいから
働く

自分の家
庭を築くた
めに働く

人や社会
に貢献す
るために
働く

将来に備
えて貯蓄
をするた
めに働く

自分の能
力を高め
るために
働く

いろいろ
な人や社
会とのつ
ながりをも
つために
働く

987 69.6 21.9 19.3 16.5 15.1 14.9 11.0 5.6

文系 305 68.5 18.7 14.8 22.3 15.1 11.5 11.1 5.9

理系 233 71.7 18.9 19.3 21.0 14.6 15.9 10.7 2.6

文系 361 70.4 25.8 22.4 11.1 15.0 15.0 10.2 5.8

理系 88 64.8 25.0 21.6 6.8 17.0 23.9 14.8 11.4

大企業志向 241 66.4 19.1 9.5 24.9 14.5 12.4 10.8 5.0

規模こだわりなし 297 72.7 18.5 22.6 19.2 15.2 14.1 11.1 4.0

大企業志向 134 62.7 33.6 17.9 10.4 18.7 14.2 11.9 7.5

規模こだわりなし 315 72.1 22.2 24.1 10.2 14.0 17.8 10.8 6.7

女
子

性
・
文
理
別

性
・
企
業
規
模
へ

の
こ
だ
わ
り
別

全　　体

男
子

女
子

男
子
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就職に伴う地域移動意識 

 

「出身地で働きたい」41.3％、「出身地以外で働きたい」29.5％ 

                                                                        

 

 

 

 

 

大学生は就職をするにあたって、今住んでいる地域から移動をすることを考えている

のでしょうか。これをたずねた選択肢の中で最も多かったのは「今住んでいる地域（出

身地と同じ）で働くつもりだ」（以下「Ａ．出身地である現在の居住地に留まって働く」）

の34.0％でした（図表６）。また「今住んでいる地域（出身地と異なる）で働くつもり

だ」（以下「Ｃ．出身地でない現在の居住地に留まって働く」）と回答した人は12.7％で

あり、これらを合計すると現在の居住地が出身地か否かにかかわらず、「今住んでいる

地域で働くつもり」と考えている学生の割合が46.7％でした。多くの学生は現在の住ま

いから地域移動を伴う就職を考えていないようです。 

次いで「今住んでいる地域にこだわらずに（出身地以外で）働くつもりだ」（以下「Ｄ．

出身地以外へ移動して働く」）の回答割合は全体の16.8％、「今住んでいる地域から出身

地に戻って働くつもりだ」（以下「Ｂ．出身地に戻って働く」）は7.3％となっています。

ただし「わからない」が29.2％を占めており、就職先が決まらないと判断できない学生

も多いようです。 

 性・文理別にみると、男子は、文系・理系ともに「わからない」の回答割合が最も高

く、この他の項目についても文理別で特筆すべき差は見られません。他方、女子は文理

別で若干の回答傾向による違いがみられます。女子の文系では「Ａ．出身地である現在

の居住地に留まって働く」の回答割合が41.7％と他に比べて高い割合を示していますが、

理系は「Ｂ．出身地に戻って働く」や「Ｄ．出身地以外へ移動して働く」の割合が相対

的に高くなっています。 

男女ともに、文系よりも理系の学生の方が地域移動を伴う就職を考えている学生が多

いようですが、その傾向は特に女子の方が強いことがうかがえます。 

図表６ 就職にあたっての地域移動意識（性別、性・文理別） 

（単位：％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：無回答（120 人）を除いたサンプルを使用。図表５以降同様。 

A.出身地である
現在の居住地に
留まって働く

B.出身地に
戻って働く

C.出身地でない
現在の居住地に
留まって働く

D.出身地以外へ
移動して働く

867 34.0 7.3 12.7 16.8 29.2

男子 474 30.0 7.0 11.2 16.7 35.2

女子 393 38.9 7.6 14.5 17.0 21.9

文系 270 32.2 5.9 10.4 17.0 34.4

理系 204 27.0 8.3 12.3 16.2 36.3

文系 312 41.7 5.4 14.7 15.7 22.4

理系 81 28.4 16.0 13.6 22.2 19.8

性別

性
・
文
理
別

男
子

女
子

わからないn

出身地以外で働く出身地で働く

全体
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出身地 現在の居住地 希望就職地

大都市圏  61.3 大都市圏 　100.0 大都市圏   100.0

地方        38.7 地方         100.0 地方         100.0

就職に伴う地域移動は大都市志向か 

 

「出身地である現在の居住地に留まって働く」の約４割、「出身地に戻っ

て働く」の８割以上の学生が地方での就職を望んでいる 

                                                                        

図表７ 地域移動意識別にみた出身地、現在の居住地および希望勤務地 
【出身地で働くパターン】 

A.出身地である現在の居住地に留まって働く(n=29２)   
 
 

 
 
 

B.出身地に戻って働く(n=60) 

 

【出身地以外で働くパターン】 

C.出身地でない現在の居住地に留まって働く(n=106)      

D.出身地以外へ移動して働く(n=124) 

注１：「大都市圏」は、東京都、神奈川県、千葉県、埼玉県の「首都圏」並びに京都府、大阪府、兵庫県の「近畿圏」を

合計した数値、「地方」はそれ以外の道県を合計した数値を示す。 

注２：「現在の居住地」や「希望勤務地」の回答は、隣接した都道府県を同じ地域エリアとして回答した場合を含む。 

注３：A～Dのサンプル数は、無効票を除いた数である。 

出身地 現在の居住地 希望就職地

大都市圏　95.7

地方　　　　　4.3

地方　　　　　4.2 地方　　　　100.0

大都市圏　　98.0

地方　　　　　2.0

地方　　　　69.7

大都市圏　30.3

大都市圏 22.6
大都市圏　95.8

地方　　　77.4

大都市圏　59.8

地方　　　　40.2

出身地 現在の居住地 希望就職地

大都市圏　97.8

地方　　　　　2.2

大都市圏   80.0

地方　　　　20.0

大都市圏　89.5

地方　　　　10.5

大都市圏　72.7

地方　　　　27.3

地方　59.7

大都市圏　25.7

地方　　　　74.3

大都市圏 40.3

大都市圏　90.0

地方　　　　10.0

22.6

67.9

75.5

77.4

32.1

24.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出身地

現在の居住地

希望勤務地

大都市圏 地方

40.3

51.6

84.7

59.7

48.4

15.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出身地

現在の居住地

希望勤務地

大都市圏 地方

13.3

31.7

13.3

86.7

68.3

86.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出身地

現在の居住地

希望勤務地

大都市圏 地方

出身地 現在の居住地 希望就職地

大都市圏　37.5 大都市圏　 100.0

地方　　　　62.5 大都市圏 　100.0

大都市圏　30.8 地方　　　　100.0

地方　　　　69.2 地方　　　　100.0

大都市圏 13.3

地方　　　 86.7

61.3

61.3

61.3

38.7

38.7

38.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

出身地

現在の居住地

希望勤務地

大都市圏 地方
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地域移動意識の４タイプごとに、出身地、現在の居住地、希望勤務地について、「首

都圏・近畿圏」（以下「大都市圏」）と「左記以外」（以下「地方」）の道県の分布をみた

ものが図表７です。 

「Ａ．出身地である現在の居住地に留まって働く」ことを考えている学生についてみ

ると、大都市圏出身者がその地で学生になって、そのままその地で働きたいと考えてい

る層が約６割、地方出身者がその地で学生になり、そのままその地で働きたいと考えて

いる層が約４割となっています。 

 「Ｂ．出身地に戻って働く」ことを考えている学生の86.7％は地方出身者です。その

うちの30.8％が大都市圏で学生になり、そのほとんどが地方に戻って就職することを考

えています。また残りの69.2％は地方の中で移動して学生となり再び地元に戻って働く

ことを考えているようです。13.3％の大都市圏出身者については、地方に移動して学生

になり、再び大都市圏に戻って働くことを考えるパターンの他、大都市圏の中で移動し

て再び地元に戻って働くことを考えているパターンの学生もいるようです。 

 「Ｃ．出身地でない現在の居住地に留まって働く」ことを考えている学生も、「Ｂ．

出身地に戻って働く」と同じように、８割近くが地方出身者です。そのうちの約６割が

大都市圏で学生となり、そのほとんどが大都市で就職することを考えています。 

 「Ｄ．出身地以外へ移動して働く」ことを考えている学生も59.7％は地方出身者です。

そのうちの25.7％が大都市圏で学生となるために移動しており、そのほとんどが大都市

で働くことを考えています。出身地にかかわらず、現在の居住地が地方の学生であって

も、そのほとんどが大都市圏での就職を考えていることがこのパターンの特徴です。 

 以上から、「Ｂ．出身地に戻って働く」の回答者を除き、大都市圏出身者でなくても

大都市圏で就職をすることを考えている学生が多く、大学生の就職にあたっての大都市

志向がみてとれます。しかし他方、「Ａ．出身地である現在の居住地に留まって働く」

の回答者の約４割、「Ｂ．出身地に戻って働く」の回答者では８割以上が大都市圏以外

での就職を望んでいることも明らかであり、必ずしも大都市志向の学生ばかりではない

こともうかがえます。 
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出身地で就職しようと思う理由 

 

第 1 位は「地元が好きだから」 

                                                                        

 

 

 

 

 

「Ａ．出身地である現在の居住地に留まって働く」と「Ｂ．出身地に戻って働く」こ

とを考えている学生に出身地で就職しようと思う理由をたずねた結果、いずれも第１位は

「地元が好きだから」であり、特に後者は 77.8％に及んでいます（図表８）。また「Ｂ．出

身地に戻って働く」の回答者は「地元に貢献したいから」も 38.1％であり、「Ａ．出身地

である現在の居住地に留まって働く」の回答者の割合を大きく上回っています。概して出

身地に戻って働くことを考えている学生は、地元に対する愛着心や貢献意識が強く、その

ことが地元での就職を考える理由になっていることがうかがえます。 

ただし、同じ「Ａ．出身地である現在の居住地に留まって働く」と回答した学生でも、

その「出身地」の地域特性によって、その地で就職しようと思う意識も異なると思われま

す。そこで、「出身地」が大都市圏の学生と、それ以外の学生とで、出身地で就職しようと

思う理由を比較してみると、大都市圏出身者は「就職後の生活が経済的に楽だと思うから」

や「志望企業があるから」「就職活動をするにあたり、企業数や求人数が多いから」といっ

た項目への回答割合が地方出身者より高くなっています。他方、地方出身の学生は「地元

が好きだから」や「地元に貢献したいから」等の回答割合が高いことが目立っており、「Ｂ．

出身地に戻って働く」ことを考えている学生と似たような傾向が示されています。 

出身地で就職を考える学生の中でも、特に地方に住み、就職を考えている学生は、大都

市居住の学生よりも地元への愛着心や貢献意識が強いことがうかがえます。 

図表８ 出身地で就職しようと思う理由＜３つまでの回答＞（地域移動意識別） 

（単位：％）

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：ｄの項目は「A.出身地である現在の居住地に留まって働く」の回答者のみ選択可能とした。 

注２：太字は上位３位までの項目である。図表９も同じ。 

大都市圏
(n=179)

地方
(n=116)

a 地元が好きだから 51.9 44.7 62.9 77.8

b 就職後の生活が精神的に楽だと思うから 44.1 43.0 45.7 33.3

c 就職後の生活が経済的に楽だと思うから 30.5 33.5 25.9 12.7

d 地域移動を伴う就職活動は経済的負担が大きいから 26.4 28.5 23.3

e 地元に貢献したいから 13.2 7.8 21.6 38.1

f 志望企業があるから 15.9 20.7 8.6 11.1

g 親を経済的に支えたいから 10.8 7.8 15.5 23.8

h 就職活動をするにあたり、企業数や求人数が多いから 12.9 19.6 2.6 4.8

I 知人が多いから 9.5 11.7 6.0 15.9

j 親が地元での就職を勧めるから 6.4 5.0 8.6 15.9

k 育児など親の援助を受けたいから 4.4 3.4 6.0 1.6

l 就職活動をするにあたり、企業説明会などの情報が多いから 4.4 6.7 0.9 ‐

A.出身地で
ある現在の
居住地に
留まって働
く(n=295)

B.出身地に
戻って働く
（n=63）

出身地別
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出身地以外で就職しようと思う理由 

 

上位は「志望企業があるから」「企業数や求人数が多いから」 

                                                                        

 

 

 

 

 

 

 

 

他方、「Ｃ．出身地でない現在の居住地に留まって働く」並びに「Ｄ．出身地以外へ

移動して働く」と考えている学生は、いずれも出身地にこだわらずに働きたいと思ってい

るという点で共通しています。また、この考えの学生の多くは図表７で示したように、大

都市圏以外の出身かつ大都市圏での就職を希望する傾向があります。これらの学生に出身

地以外で就職しようと思う理由をたずねた結果が図表９です。 

「Ｃ．出身地でない現在の居住地に留まって働く」と「Ｄ．出身地以外へ移動して働

く」の第１位の項目はそれぞれ異なるものの、第２位と第３位はいずれも「志望企業があ

るから」と「就職活動をするにあたり、企業数や求人数が多いから」となっています。特

に「Ｄ．出身地以外へ移動して働く」の回答者については、多くが大都市圏で働きたいと

思っていることからも、職を求めて移動するという意識が強い傾向がみてとれます。 

 

 

大都市
圏(n=73)

地方
(n=37)

大都市
圏
(n=106)

地方
(n=19)

a 現在住んでいるところ（大学所在地）の生活
に慣れたから

38.7 41.1 35.1

b 志望企業があるから 31.5 31.5 32.4 36.3 42.5 26.3

c 就職活動をするにあたり、企業数や求人数が
多いから

22.5 27.4 13.5 34.9 35.8 31.6

d 親から独立したいから 16.2 19.2 10.8 28.1 28.3 26.3

e 新しいところで生活してみたいから 15.3 13.7 18.9 37.7 35.8 36.8

f 就職後の生活が精神的に楽だと思うから 14.4 12.3 18.9 19.9 19.8 31.6

g 就職後の生活が経済的に楽だと思うから 13.5 16.4 8.1 13.7 16.0 15.8

h 地域移動を伴う就職活動は経済的負担が大
きいから

11.7 12.3 10.8

I 就職活動をするにあたり、企業説明会などの
情報が多いから

9.9 12.3 5.4 13.0 13.2 10.5

j 知人が多いから 8.1 9.6 5.4 6.2 6.6 10.5

k 就職先の地域に貢献したいから 5.4 5.5 5.4 4.8 5.7 5.3

l 親が勧めるから 0.9 1.4 ‐ 1.4 1.9 0.0

C.出身
地でない
現在の居
住地に留
まって働
く(n=110)

D.出身
地以外
へ移動し
て働く
(n=146)

現在の居住地別 希望勤務地別
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≪研究員のコメント≫ 
本調査結果から、多くの学生は、終身雇用されるかわからない、大企業に就職しても安

心できないなど、雇用の先行きが不透明であることを実感していることがわかりました。

一方、就職後は仕事優先というより、ほどほどの収入でも家庭や趣味など余暇を楽しむ生

活をしたいと考えている学生も多いようです。厳しい経済情勢に直面している今、大学生

は半ば諦観しつつ生計の維持のために企業規模にこだわらずに就職し、自身のワークライ

フバランスを重視した働き方を望んでいることがうかがえます。 

また就職を機に、多くの企業が集中している大都市に就職先を求め、地域移動をするこ

とを考えている学生が多くを占めています。しかし他方、Ｕターンなど出身地に戻って働

くことを考えている学生を中心に、地元への貢献意識をもって働きたいと思っている学生

も少なからずいることも明らかとなりました。 

 こうした調査結果を踏まえて、大学生がスムーズに職業生活へ移行し、若者人材の効果

的な活用を図るための課題について以下に示します。 

一つは、「企業規模にこだわらずに就職したい」という意向への対応です。実際、大企業

が新規採用を絞り込んでいるということもあり、大学卒業予定者の「中小企業への就職希

望者数は徐々に増加している」（中小企業庁 2012）といわれています。採用意欲のある中

小企業にとっては好機であるともいえます。他方、中小企業は大企業に比べ人材獲得のた

めの情報発信力が弱く、そのことが新卒採用を困難にしているとの指摘もあります。本ア

ンケート調査の自由記述にも「中小企業のＰＲが足りない」「アプローチの仕方がわからな

い」等の意見が多数ありました。求人情報や企業活動等を就職希望者に適切に伝えること

ができるよう、中小企業も自ら地域の大学と連携を図り、インターンシップなどの取組を

実施し、情報発信力を高める努力が求められます。 

もう一つは、Ｕターン就職や地方で就職をしたいという意向への対応です。このような

意向のある学生は地元貢献意識が高いことから、彼らの定着により地方経済を支える人材

を供給することにつながると思われます。しかしながら、「自分の望むような仕事が地元で

できるか不安」（自由記述）といった意見が示すように、地域によっては経済活力の低下に

より、大学生が希望する職種の雇用があるかが懸念されています。すでに 2003 年から内閣

に「地域再生本部」が設置され、産業や雇用など様々な面からの対策が講じられています

が、大学生の地方就職を支えるためにも、企業努力のみならず行政支援により地域経済の

活性化を図ることが求められます。また、大学側も学生の広域的な求職活動を援助する方

向で、就職支援を充実させることが必要です。特にＵターン就職を考えている学生の就職

活動の場面において「大学の授業との両立の困難さ」や「大学での企業説明会の増加を望

む」意見（自由記述）が目立っていたことからも、広域的に地方企業も呼び込んだ大学内

就職説明会の実施など、学生の地方就職に対する支援の工夫を図ることが望まれます。 

このように、企業、行政、大学の連携によって新卒採用市場を活性化させ、今後のわが

国経済を担う若者人材を効果的に活用する方策を模索し続けることが、現在の厳しい経済

環境を克服する一つの道でもあると思われます。 

（研究開発室 上席主任研究員 的場康子） 


